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ウクライナ危機と米中露戦略的競争の展開
p１ 2022年開戦前の戦略態勢

p２：ウクライナ危機の構図
p軍事介入の決意（Resolve）

p人道介入の論理(Universalism)
p体制転換（Regime Change）

p３：米中露戦略的競争の展開
p NATOの対応

pインド太平洋地域への含意：抑止と信頼供与のディレンマ
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１. 2022年開戦までの戦略態勢

冷戦後のNATO軍事介入

p旧ユーゴスラビアのボスニア空爆(1995年）

pコソボ(1999年）

pリビア「文民の保護」と「体制転換」(2011年）

ロシアの動きとNATOの対応
p 2014年クリミア危機

p欧州前方防衛への回帰
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人道介入： 冷戦後NATO任務の拡大
旧ユーゴ・ボスニア スレブレニッツァの悲劇 １９９５年

http://upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/b/ba/Srebrenica2007.jpg
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国連安保理「武力行使容認決議」に基づく空爆
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リビアでのNATO「同盟の保護作戦」2011年



リビア介入 2011年3月（NATO資料）

国連憲章第7章（当事国の同意を要しない）決議
1970／1973／2009号

航空機：260 機以上(戦闘機、偵察機、空中給油機、 無人機、攻撃
ヘリ）

艦船：21隻以上（補給艦、フリゲート、護衛艦、潜水艦、強襲揚陸艦、
空母）

航空作戦:出撃回数26,500回以上

攻撃目標：5,900以上の軍事目標破壊（砲・ロケットランチャー、戦車、装甲
車））
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2014年 クリミア危機
ロシア西部軍管区と中央軍管区で省庁間連携と軍相互の連携強化
のための「抜き打ち査察」のための軍事演習

腕章をつけず、覆面をした「リトル・グリーンメンGreen men」が「住民
保護」のためクリミアの空港やテレビ局を占拠

その後、住民投票でロシアへのクリミア編入決定
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米欧の対応：NATO前方防衛へシフト
RAND研究所シミュレーション

シミュレーションは2014夏開始

「60時間以内にタリン、リガ近郊をロシアが制圧
し、NATOが早期に敗北」

「NATOが航空戦力と地上火力で支援された7個
旅団（うち3個は重武装の機甲戦闘旅団を保有
すれば結果は変わる」
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NATO：「多国籍戦闘団（BG)」配備へ
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2020年コロナ禍
米軍２万人増援演習の延期



２ ウクライナ危機の構図(2022年）

p （１）軍事介入の決意（Resolve）
p （２）人道介入の論理(Universalism)
p （３）体制転換（Regime Change）
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（１） 軍事介入の決意（Resolve）
p 事前の予測--３正面からの侵攻

p 東部：ロシア系住民居住のドンバス

p 北部：ベラルーシ国境地域

p 西部：ロシア系住民居住のモルドバ

p 実際の展開
p地理的範囲：ウクライナ全土（分離独立＋心理作戦）
p主要都市への波状攻撃＋首都キエフへの進軍

p軍事手段：ロシアの「特殊軍事作戦」

p ミサイルや航空機による攻撃

p 地上軍大量投入(軍事演習の延長)

p核兵器への言及、原発制圧
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（２） 人道介入の論理ーNATO流の論理

pロシア系住民に対する「大量虐殺（ジェノサイド)」

p 文民保護（Protection of Civilian）」論理の援用
p NATO介入の論理との類似性？

p ボスニア・ヘルツェゴビナのスレブレニツァ虐殺（1995年）とNATO空爆

p コソボへの人道的介入（1999年）

p リビア空爆(2011年)

p 住民を保護するため軍事目標に限定

p ロシアの要求ーウクライナの「非武装・中立化」とNATO非加盟
p 目的と手段のつり合い？
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（３）軍事介入による体制転換（Regime Change）

p 冷戦後欧州「自由な国際秩序（Liberal International Order）」
p：NATOやEU拡大の論理：自由主義、民主主義、人権、市場経済、法
の支配

p NATO：冷戦後の同盟拡大による普遍的価値の拡大

p 転換点：2021年8月、アフガニスタン
p NATO安定化作戦、平和構築の頓挫→中露の立場強化？
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３：おわりに～米中露戦略的競争の展開
p NATOの対応 : 宣言政策と軍事対応

pインド太平洋地域への含意
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NATOの対応：宣言政策
ストルテンベルク事務総長

p「文民への攻撃を非難する」「原子力発電所への
攻撃についても報告を受けた」「ウクライナを支援する」

p「同時に、NATOは紛争の当事者ではない。NATOは防衛的同盟であ
る」

p「ワシントン条約第5条への関与は堅固」「NATOは加盟国領土のす
べてのインチを保護し防衛する」

（protect and defend every inch）

★NATO即応部隊の初めての本格展開
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インド太平洋安保への含意 （１）
中国：体制上の挑戦

p中露との「体制競争」も激化し、欧州・大西洋地域でも「民主主義の後
退」が進行

p北京が同盟に対して強制力(coercion)を行使すること無いように備え
る」 『2030年のNATO』報告書（2020年11月）

p NATOとしての対応 中国関連情報の共有、

p中国によるサイバー攻撃や情報操作に対する強靭性向上、

p集団防衛・軍事的即応性・強靭性に影響を及ぼす中国の活動
を監視し防衛する措置、

p同盟の中核部分や供給網での脆弱性の把握、

p中国流「軍民融合ドクトリン」への対応等である。
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インド太平洋安保への含意 （２）

p同盟の将来：変化への適合（Adaptation） 『NATO2030』

pウクライナ危機の試練
p新たな軍事的ミッションとしてのWarfighiting（抑止と防衛に追加）

（NATOブリュッセル首脳会議 2021年6月コミュニケ）

p危機における政策決定：抑止と信頼供与のディレンマ
p自己充足的予言（Self-fullfilled Prophecy）と予期せぬ結果（Unexpected 

Consequences）
p （例）アフガニスタン撤退と陥落、NATOのウクライナ「不介入」表明と支
持の交錯、対ウクライナ「防衛的」支援と「侵略」対応の異同

p 2正面作戦を強いられる米軍：拡大抑止と「域外問題」対処
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